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1. 沖縄交通リ・デザイン協議会等の開催補助 

1.1 会議資料作成 

1.1.1 第 1 回マーケットデザインチーム会議 

2024 年 12 月 27 日（金）に沖縄交通リ・デザインに向けた意見交換の場として、第 1 回マーケットデ

ザインチーム会議が開催された。マーケットデザインチームは沖縄交通リ・デザインの県民運動推進会議

と位置付けられる会議体であり、沖縄県内の交通事業者や交通リ・デザインの取組に関心を抱いている

事業者で構成される。 

本会議は、リ・デザインの取組とチームの参画企業の各事業を連動し、「移動」の質の向上を加速する

市場を創出するための機運醸成や広く住民および企業を巻き込む事業の検討を通じて、「企業や個人

の行動変容の推進」を目指している。第 1 回マーケットデザインチーム会議では、本会議の目指す方向

性や具体的な取組に関する意見交換を主な議題とするべく、沖縄総合事務局と協議の結果、下図の通

り会議資料を作成した。 

 

 

 

図 1-1 第 1 回マーケットデザインチーム会議資料（アジェンダ） 
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図 1-2 第 1 回マーケットデザインチーム会議資料（マーケットデザインチームの位置付け） 

 

 

図 1-3 第 1 回マーケットデザインチーム会議資料（沖縄交通リ・デザインのロードマップ） 
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図 1-4 第 1 回マーケットデザインチーム会議資料（マーケットデザインチームの運営方針①） 

 

 

図 1-5 第 1 回マーケットデザインチーム会議資料（マーケットデザインチームの運営方針②） 
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図 1-6 第 1 回マーケットデザインチーム会議資料（KPI 設定の考え方） 

 

 

図 1-7 第 1 回マーケットデザインチーム会議資料（SUMP 紹介資料①） 

 

 



 

6 

 

 

図 1-8 第 1 回マーケットデザインチーム会議資料（SUMP 紹介資料②） 

 

 

 

図 1-9 第 1 回マーケットデザインチーム会議資料（地域公共交通に係る KPI の例①） 
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図 1-10 第 1 回マーケットデザインチーム会議資料（地域公共交通に係る KPI の例②） 

 

 

 

図 1-11 第 1 回マーケットデザインチーム会議資料（ディスカッションテーマ A） 
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図 1-12 第 1 回マーケットデザインチーム会議資料 
（「行動・移動変容」と「経済成長（ビジネスリフォーム）」の連動デザイン①） 

 

 

 

図 1-13 第 1 回マーケットデザインチーム会議資料 
（「行動・移動変容」と「経済成長（ビジネスリフォーム）」の連動デザイン②） 
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図 1-14 第 1 回マーケットデザインチーム会議資料（ディスカッションテーマ B） 

 

 

 

図 1-15 第 1 回マーケットデザインチーム会議資料（ディスカッションテーマ C） 
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図 1-16 第 1 回マーケットデザインチーム会議資料（ニューズレターの例） 

 

 

図 1-17 第 1 回マーケットデザインチーム会議資料（プラットフォームの事例①） 
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図 1-18 第 1 回マーケットデザインチーム会議資料（プラットフォームの事例②） 

 

 

図 1-19 第 1 回マーケットデザインチーム会議資料（令和 6 年度補正予算の概要①） 
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図 1-20 第 1 回マーケットデザインチーム会議資料（令和 6 年度補正予算の概要） 

 

1.1.2 第 2 回マーケットデザインチーム会議 

2025 年 3 月 7 日（金）に第 2 回マーケットデザインチーム会議が開催された。本会議では、沖縄交

通リ・デザインに資する取組を検討・実施している事業者からの取組紹介および意見交換の場として設

定されたものであり、会議資料は事業者からの提供資料のみで構成されたため、沖縄総合事務局の新

たな説明資料の作成は行わなかった。 

 

1.1.3 第 2 回沖縄交通リ・デザイン県民運動推進会議 

2025 年 3 月 27 日（木）に令和 6 年度の沖縄交通リ・デザインに資する取組を報告・共有する場と

して、第 2 回沖縄交通リ・デザイン県民運動推進会議が開催された。本会議には内閣府沖縄総合事務

局および振興局、沖縄県、沖縄振興開発金融公庫、マーケットデザインチームに所属する県内交通事業

者や銀行等事業者など沖縄交通リ・デザインに資する取組を行う企業および組織が参加した。 

本会議では、令和 6 年度の沖縄交通リ・デザインに関する取組および令和 7 年度の取組方針を共有

するべく、沖縄総合事務局と協議の結果、下図の通り会議資料を作成した。 
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図 1-21 第 2 回沖縄交通リ・デザイン県民運動推進会議資料（令和 6 年度の取組①） 

 

 

図 1-22 第 2 回沖縄交通リ・デザイン県民運動推進会議資料（令和 6 年度の取組②） 
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図 1-23 第 2 回沖縄交通リ・デザイン県民運動推進会議資料（令和 6 年度の取組③） 

 

 

図 1-24 第 2 回沖縄交通リ・デザイン県民運動推進会議資料（令和 6 年度の取組④） 
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図 1-25 第 2 回沖縄交通リ・デザイン県民運動推進会議資料（令和 6 年度の取組⑤） 

 

 

図 1-26 第 2 回沖縄交通リ・デザイン県民運動推進会議資料（令和 6 年度の取組⑥） 
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図 1-27 第 2 回沖縄交通リ・デザイン県民運動推進会議資料（令和 6 年度の取組⑦） 

 

 

図 1-28 第 2 回沖縄交通リ・デザイン県民運動推進会議資料（令和 6 年度の取組⑧） 
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図 1-29 第 2 回沖縄交通リ・デザイン県民運動推進会議資料（令和 6 年度の取組⑨） 

 

 

図 1-30 第 2 回沖縄交通リ・デザイン県民運動推進会議資料（令和 7 年度の取組方針①） 
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図 1-31 第 2 回沖縄交通リ・デザイン県民運動推進会議資料（令和 7 年度の取組方針②） 

 

 

図 1-32 第 2 回沖縄交通リ・デザイン県民運動推進会議資料（令和 7 年度の取組方針③） 
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図 1-33 第 2 回沖縄交通リ・デザイン県民運動推進会議資料（令和 7 年度の取組方針④） 

 

 

図 1-34 第 2 回沖縄交通リ・デザイン県民運動推進会議資料（令和 7 年度の取組方針⑤） 
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図 1-35 第 2 回沖縄交通リ・デザイン県民運動推進会議資料（令和 7 年度の取組方針⑥） 

 

 

図 1-36 第 2 回沖縄交通リ・デザイン県民運動推進会議資料（令和 7 年度の取組方針⑦） 
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図 1-37 第 2 回沖縄交通リ・デザイン県民運動推進会議資料（令和 7 年度の取組方針⑧） 

 

 

図 1-38 第 2 回沖縄交通リ・デザイン県民運動推進会議資料（令和 7 年度の取組方針⑨） 
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図 1-39 第 2 回沖縄交通リ・デザイン県民運動推進会議資料（令和 7 年度の取組方針⑩） 

 

 

図 1-40 第 2 回沖縄交通リ・デザイン県民運動推進会議資料（令和 7 年度の取組方針⑪） 
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図 1-41 第 2 回沖縄交通リ・デザイン県民運動推進会議資料（令和 7 年度の取組方針⑫） 

 

 

図 1-42 第 2 回沖縄交通リ・デザイン県民運動推進会議資料（令和 7 年度の取組方針⑬） 
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図 1-43 第 2 回沖縄交通リ・デザイン県民運動推進会議資料（令和 7 年度の取組方針⑭） 

 

 

図 1-44 第 2 回沖縄交通リ・デザイン県民運動推進会議資料（令和 7 年度の取組方針⑮） 
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1.2 議事要旨・議事録作成 

1.2.1 第 1 回マーケットデザインチーム会議 

2024 年 12 月 27 日（金）に開催された第 1 回マーケットデザインチーム会議の議事要旨として、下

記資料を作成した。取組の企画および立案に関する議論では、送迎用車両の有効活用（シェアリング）

やキャッシュレス決済の導入（DX）、パーク&ライドと駐車場の集約化（まちづくり）など交通を起点とした

様々な取組が提案された。 

また、本取組を沖縄全体の運動として広げていくための施策として、本取組が目指す未来などを積極

的に発信すべくメディア展開を図ることや取組に表彰制度やポイント制を導入することでインセンティブ

を付与することなどが意見として挙げられた。このように本会議では具体的な取組内容および推進に向

けた施策に関して活発な議論が行われた。 

 

 

図 1-45 第 1 回マーケットデザインチーム議事要旨資料① 
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図 1-46 第 1 回マーケットデザインチーム議事要旨資料② 

 

1.2.2 第 2 回マーケットデザインチーム会議 

2025 年 3 月 7 日（金）に開催された第 2 回マーケットデザインチーム会議議事録を下記の通り作成

した。第 2 回マーケットデザインチーム会議では、Newmo 沖縄株式会社、株式会社日立製作所、トヨ

タ・コニック・プロ株式会社、特定非営利活動法人 OTTOP の 4 つの組織から沖縄の交通リ・デザイン

に資する取組や事例が紹介された。 

Newmo 沖縄株式会社はタクシーとライドシェアの組み合わせによるモビリティサービスを沖縄の観

光交通で展開予定であるほか、MaaSアプリの開発などに関する説明が行われた。また、株式会社日立

製作所からは地域の交通課題解決の推進力としての役割を担う MaaS コーディネーターのに関する

ツール開発やまちづくりワークショップツールである「Cyber-PoC for Cities」に関する紹介を行った。

トヨタ・コニック・プロ株式会社からは地域共創型 MaaS のトヨタコニックライドや宮古島で行われてい

る観光モビリティサービスである OSAMPO の実証実験等に関する取組に関する発表が行われた。そ

して、特定非営利活動法人 OTTOP からは沖縄の観光と 2 次交通情報をオープンデータとして取りま

とめている活動内容に関する発表が行われた。 
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図 1-47 第 2 回マーケットデザインチーム会議議事録① 
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図 1-48 第 2 回マーケットデザインチーム会議議事録② 
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図 1-49 第 2 回マーケットデザインチーム会議議事録③ 
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1.2.3 第 2 回沖縄交通リ・デザイン県民運動推進会議 

2025 年 3 月 27 日（木）に開催された第 2 回沖縄交通リ・デザイン県民運動推進会議議事録を下

記の通り作成した。 

 

 

図 1-50  第 2 回沖縄交通リ・デザイン県民運動推進会議議事録① 
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図 1-51  第 2 回沖縄交通リ・デザイン県民運動推進会議議事録② 
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図 1-52  第 2 回沖縄交通リ・デザイン県民運動推進会議議事録③ 
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図 1-53  第 2 回沖縄交通リ・デザイン県民運動推進会議議事録④ 
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2. 住民、企業向け PI のプロセスとコミュニケーションの戦略設計 

2.1 プロセス・コミュニケーションの戦略設計 

2.1.1 沖縄振興局における調査の概要 

本業務と並行して、沖縄振興局における今年度委託調査事業「令和６年度沖縄における持続可能な

交通環境構築調査」では、交通渋滞解消に向けたライフスタイルの転換に関する取組のきっかけづくりと

して、首里地域において企業・学校を対象に実証実験が行われた。 

基本的な考え方としては、図 2-1 に示すとおり、①行政と企業・学校が連携する制度を設計し、②そ

のために双方向コミュニケーションを行いながら、③取組の輪を拡大するものである。 

 

 

図 2-1 実証の背景・基本的な考え方 

 

将来的なロードマップとしては、図 2-2 に示すとおり、まずはアーリーアダプターと連携し先進事例を

創出し、それを横展開することで、定量的効果の発現を目指すものである。よって、図 2-3 に示すとお

り、令和 6 年度においては先進事例を他のステイクホルダーに共有していくことが重要である。また、令

和 7 年度以降は取組に他のステイクホルダーを巻き込んでいくとともに、成果発信、PI を継続的に行う

必要がある。 
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図 2-2 実証の中長期的ロードマップ 

 

 

図 2-3 実証のロードマップに基づく戦略 
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2.1.2 プロセス・コミュニケーションの戦略 

（1） 中長期的なコミュニケーション戦略 

沖縄交通リ・デザインの取組は沖縄振興局における今年度の実証事業などの取組を端緒としながら

中長期的には県民全体の運動として機運醸成および取組の拡大を図る必要がある。こうした観点から

中長期的なコミュニケーション戦略を整理した。 

 先述した図 2-2 のロードマップをもとに整理すると本取組の「中期」とは今年度の沖縄振興局の実証

事業などの先進事例を他のステイクホルダーに拡大するフェーズと位置付けられる。そのため、中期的

なコミュニケーションとしては、①新たなステイクホルダーの獲得および②沖縄中南部都市圏全体への

取組の周知が必要になる。①については、沖縄の中南部都市圏における学校・企業等取組に参加可能

なステイクホルダーに対して、先進事例で得られた取組の効果や意義を周知し、取組への参加を促すこ

とが求められる。具体的なコミュニケーション方法としては、PI の一環であるワークショップの実施、マー

ケットデザインチームのような実証に関する情報共有の場としての学校や企業が参加する会議体（プラッ

トフォーム）の設置が想定される。新たな会議体等の情報共有の場では、先進事例に取り組んだ企業・

学校から直接実証結果について共有し、他の学校や企業との連携・交流を促進することが重要になる。

②については、実証の取組内容等を紹介するニューズレターを中南部都市圏一体で配布・掲示するほ

か、各地でのオープンハウスの実施が想定される。こうした中期フェーズにおけるコミュニケーションによ

り、実証に参加する企業や学校の増加、そして沖縄の中南部都市圏一体での取組の認知度拡大を実現

し、沖縄交通リ・デザインの機運醸成を図ることを目指す。 

中期フェーズのコミュニケーションを経たうえで本取組における「長期」とはこれまでに実施した実証結

果から定量的な効果が発現し、沖縄県全体で推進すべき取組として県民全体に広く共有されるフェー

ズであると位置づけられる。そのため、長期的なコミュニケーション戦略としては、①メディアを通じた実

証成果の発信と②ステイクホルダー間の連携・交流促進が必要になる。①については、取組の定量的な

効果をテレビ・インターネット・ラジオ・新聞等のメディアで発信することで、沖縄県民全体に対して、取組

の重要性を周知することが想定される。そして、このようなメディアを通じた発信は、交通リ・デザインに

先進的に取り組む地域として沖縄を県外に周知することにも繋がるため、重要な取組だと考えられる。

②については、中期フェーズに実証に参加した企業や学校等のステイクホルダー同士の交流を促進し、

実証の効果を積極的に発信することが重要になる。そのため、中期フェーズで組成した会議体ではなく

ステイクホルダーが一堂に会するシンポジウム等大規模イベントを開催し、効果を対外的に発信すると

共にさらなるステイクホルダーの獲得が求められる。こうした長期フェーズにおけるコミュニケーションに

より、沖縄交通リ・デザインの取組を県民全体の運動に拡大し、多くの県民の行動変容が実現し、交通に

起因する社会的・経済的な課題の解決に繋がると考えられる。 
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図 2-4 沖縄振興局調査における実証の中長期的ロードマップ（再掲） 

 

（2） 令和 6 年度のコミュニケーション戦略 

先述した中長期的なコミュニケーション計画を踏まえ、短期的なフェーズと位置付けられる令和 6 年

度では、アーリーアダプターを対象としたライフスタイルの転換を促す契機を作ることが重要である。

マーケットデザインチームに参画していた企業ならびに、中長期的な効果の発現（＝自動車依存から脱

却したライフスタイル）を睨み学校を対象としたコミュニケーションを実施することとした。 

 

1） 対象地域の設定 

アーリーアダプターに相応しいステイクホルダーとして、マーケットデザインチームに参画している、県

内３銀行（琉球銀行、沖縄銀行、沖縄海邦銀行）、および首里高校を抽出した。 

特に、首里高校においては、通常の学習項目として、地域課題を扱った「総合探求」を設定しており、

一テーマとして沖縄の交通問題を取り扱っている。日頃から交通課題について探求する取組を行ってお

り、アーリーアダプターに相応しいことがうかがえた。 

一方銀行は、複数の支店を有しており、協力支店数が増えれば参加人数が増えることが期待できる

が、効果を実感する観点、学校と一体で取り組むことによる相乗効果を期待する観点で、対象地域を首

里地域に設定した。 

 



 

38 

 

 

図 2-5 沖縄振興局調査における実証の対象地域 

 

2） コミュニケーション計画 

並行する沖縄振興局業務において、公共交通利用や、時差通勤・通学など、自動車依存から脱却した

ライフスタイルへの転換を図るための取組を実践する期間を設ける、実証実験を行うこととした。 

実証の実施にあたっては、①実証参加者が当事者意識を持って取り組むこと（交通分野及び関連分

野における諸課題を「自分事」として捉えて取り組むこと、②そのうえで実施可能な内容について取り組

むこと、が実りある取組とするために必須である。 

上記の意識・機運を醸成するために、実証の準備段階における参加予定者とのコミュニケーションが

重要である。 

上記の課題認識をふまえ、PI の考え方を適用し、どのような目的のもとで、どのような実証を実施す

るのか、準備段階から対話を重ね、方向性を定める計画とした。 

まず、実証の準備段階から実証実施および結果の取りまとめまでのプロセスを整理し、実証計画（企

業版と学校版の 2 種類）を策定した。 

いずれの実証計画においても本実証のプロセスは、①実証の進め方の決定・実証メニューの洗い出

し（STEP1-1）、②実証メニュー・実施方針の決定（STEP1-2）、③実証開始の周知（STEP2-1）、④実

証実施（STEP2-2）、⑤実証結果の分析・発信の 5 段階で構成される。 

実証実施にあたっては、銀行各行および首里高校において窓口担当者を設置し、窓口担当者との協

議の場である「関係者協議」を基軸としながら各プロセスにおける検討事項について協議した。 

コミュニケーション計画の観点では、実証参加者に当事者意識を持って取り組む機運を醸成させるた

めの取り組みが重要であり、準備段階ではワークショップおよびアンケートの実施、周知段階では首里

地域全体へのニューズレターの配布を行ったほか、首里高校では実証内容について周知するキックオフ

イベントを開催した。 
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a. コミュニケーションプロセス（銀行） 

実証を有意義なものとするために、以下の段取りでコミュニケーションを図ることとした。 

 

図 2-6 コミュニケーションプロセス（銀行） 

 

 

 詳細なスケジュールと進め方は以下のとおりである。 

 

 

図 2-7 コミュニケーションプロセスとスケジュール（銀行） 
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b. コミュニケーションプロセス（学校） 

銀行と同様、実証を有意義なものとするために、以下の段取りでコミュニケーションを図ることとした。 

 

 

図 2-8 コミュニケーションプロセス（学校） 

 

詳細なスケジュールと進め方は以下のとおりである。 

 

 

図 2-9 コミュニケーションプロセスとスケジュール（学校） 
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3） 実証準備段階におけるコミュニケーションの実施 

a. 銀行 3 行における実証準備段階のコミュニケーション 

銀行 3 行における実証準備は下図のようなプロセスで実施した。まず、11 月中旬に第 1 回目の関係

者協議を開催し、実証の進め方および取組可能な実証メニューについて窓口担当者と協議した。協議

を踏まえ、実証メニューの決定に向けた施策として、ワークショップ、経営層（および経営層に近い行員）

へのヒアリング、実証参加予定の支店行員へのアンケートを行うこととなった。 

 

 

図 2-10 銀行 3 行における実証準備のプロセス 

 

 

図 2-11 銀行 3 行における第 1 回目関係者協議実施概要 

 

これら 3 種の施策の実施を円滑に進めるためにロジックモデル資料を作成した。このロジックモデル

資料では、本実証の取組が最終的に沖縄の社会・経済・環境等にどのような効果・影響をもたらすのか

という点を整理・図示した資料であり、沖縄交通リ・デザインの全体像とも整合するものとして作成した。

特にワークショップやヒアリングでは、実証実施について各行員が「自分事」として検討するための契機

として活用し、ワークショップではこの資料をもとに活発な議論が喚起された。 
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図 2-12 ロジックモデル（企業編概要版） 

 

 

 

図 2-13 ロジックモデル（企業編） 
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図 2-14 ロジックモデル（社会編） 

 

また、実証メニューの検討については、沖縄県が令和 5 年度に実施した PI 結果を踏まえ、下図のよ

うな 7 つの想定される実証メニューを事前資料として整理した。 

 

 

図 2-15 想定される実証メニュー（銀行版①） 
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図 2-16 想定される実証メニュー（銀行版②） 

 

これらの事前準備を経て、12 月 9 日（月）に窓口担当者や実証参加予定の行員等を対象としたワー

クショップを実施した。企業ワークショップでは、参加者の通勤をめぐる課題共有（テーマ A）、ロジックモ

デルを踏まえて想定される目指すべき未来（テーマ B）、目指すべき未来を実現するために取り組めるこ

と（テーマ C）、今年度参加可能な実証メニュー（テーマ D）、実証参加者をさらに増やすための施策

（テーマ E）という 5 つのテーマを設定し、ファシリテーターのもとで各テーマについて意見交換を行った。 

 

 

図 2-17 企業ワークショップ実施概要① 
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図 2-18 企業ワークショップ実施概要② 

 

 

図 2-19 企業ワークショップ実施概要③ 
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図 2-20 企業ワークショップ実施概要④ 

 

 

 

図 2-21 企業ワークショップの様子① 

 

 

 



 

47 

 

 

図 2-22 企業ワークショップの様子② 

 

本ワークショップを実施したところ、参加者の意見として下図のような結果が得られた。参加者はそれ

ぞれ沖縄の交通事情について課題を感じる一方で、様々な制約により自家用車中心の通勤手段を選択

している現状が共有された。参加者からは「沖縄の交通事情を課題として捉えたことがなかったため、こ

れまでの自分のライフスタイルを見直すきっかけになった」といった意見が寄せられるなど、自分事とし

て通勤をめぐる現況を見直す契機になったと共に実証実施に向けた機運醸成が図れたと考えられる。 

 

 

図 2-23 企業ワークショップであげられた意見① 
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図 2-24 企業ワークショップであげられた意見② 

 

 

図 2-25 企業ワークショップであげられた意見③ 
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図 2-26 企業ワークショップであげられた意見④ 

 

また、続いて 12 月下旬から 1 月上旬にかけて各行の経営層および経営層に近い行員を対象にヒア

リングを実施した。このヒアリングでは、ワークショップで通勤をめぐる課題や実証メニューに関して参加

者から寄せられた意見を紹介すると共に企業としての実証参加の意義（企業の経営方針と沖縄交通リ・

デザインの方向性がどのように共通しているのか）を確認する場として位置付け、実施した。その結果、

各行の経営方針で目指す健康経営や環境保全のための取り組みに本実証が貢献できる点が確認され

た。 

 

 

図 2-27 経営層ヒアリング実施概要 
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図 2-28 経営層ヒアリング用資料① 

 

 

図 2-29 経営層ヒアリング用資料② 
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ワークショップおよびヒアリング実施後の 1 月中旬にかけて各行の首里地区の支店従業員を対象にア

ンケートを実施した。本アンケートは、実証実施を周知すると共に実証参加意向を聞き取るために実施さ

れ、窓口担当者と配布時期・方法について協議の上、実施した。 

 

 

図 2-30 実証実施前アンケート実施概要 

 

b. 首里高校における実証準備段階のコミュニケーション施策 

首里高校における実証準備は下図のようなプロセスで実施した。まず、11 月中旬に第 1 回目の関係

者協議を開催し、実証の進め方および取組可能な実証メニューについて窓口担当者と協議した。協議

を踏まえ、実証メニューの決定に向けては、関係者協議における一部生徒へのヒアリング、ワークショッ

プ、実証参加予定の生徒へのアンケートの 3 種の施策を行うこととなった。 

 

図 2-31 首里高校における実証準備のプロセス 

 

図 2-32 首里高校における第 1 回目関係者協議実施概要 
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これら 3 種の施策の実施を円滑に進めるために首里高校用のロジックモデル資料を作成した。このロ

ジックモデル資料では、本実証の取組が最終的に沖縄の社会・経済・環境等にどのような効果や影響を

もたらすのかという点を整理・図示した資料であり、沖縄交通リ・デザインの全体像とも整合するものと

して作成した。これらのロジックモデル資料は実証実施について各行員が「自分事」として検討するため

の契機として活用し、ワークショップでは本資料をもとに活発な議論が喚起された。 

 ロジックモデルについては、詳細版を作製した上で、下図の通り、概要版を作成した。実証に取り組む

首里高校の生徒に理解いただくことを企図して、ロジックモデルを簡易化したものである。 

 

 

図 2-33 ロジックモデル（学校編概要版） 
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図 2-34 ロジックモデル（学校編） 

 

 

図 2-35 ロジックモデル（社会編） 
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また、実証メニューの検討については、沖縄県が令和 5 年度に実施した PI 結果を踏まえ、下図のよ

うな 5 つの想定される実証メニューを事前資料として整理した。 

 

 

図 2-36 想定される実証メニュー（学校版①） 

 

 

図 2-37 想定される実証メニュー（学校版②） 
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これらの事前準備を経て、11 月 26 日（火）に第 2 回関係者協議を実施した。本会議では、今回の取

組に強い関心を抱く首里高校生徒の代表生徒（以下、コアメンバーと呼称）が参加し、実証の進め方や

想定されるメニューについて協議を行った。首里高校では、総合探求という名目で個々人が関心のある

テーマに対して調査を行う授業が設けられており、調査テーマの 1つとして「交通」が設定されていた。そ

こで実証には 1 年生全生徒に参加を促す一方で、ワークショップの参加者は総合探求で交通を調べた

生徒を対象に実施されることとなった。 

 

 

図 2-38 首里高校における第 2 回目関係者協議実施概要 

 

続いて、12 月 18 日（水）に首里高校 1 年生の一部生徒（40 名）を対象としたワークショップを実施し

た。本ワークショップでは、参加者の総合探求の調査結果共有（テーマ A）、理想の未来（テーマ B）、今

年度参加可能な実証メニュー（テーマ C）、参加者を増やすための施策（テーマ D）という 4 つのテーマ

を設定し、ファシリテーターのもとで各テーマについて意見交換を行った。 

 

 

図 2-39 首里高校ワークショップ実施概要①  
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図 2-40 首里高校ワークショップ実施概要② 

 

 

図 2-41 首里高校ワークショップ実施概要③ 
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ワークショップでは、まず日常生活の中実感している課題・関連する社会課題について意見交換を実

施した上で、課題解決に向けた理想的な取組・方策について議論する形とした。 

うち、実証においては、公共交通利用や時差通学等、高校単体で取り組める取組の実施を目指しつ

つ、中長期的な取組として利便増進、路線再編等、自治体や交通事業者との連携が必要な取組につい

ても整理することを想定した。 

 

 

図 2-42 首里高校ワークショップ実施概要④ 

 

 

図 2-43 首里高校ワークショップの様子 
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本ワークショップを実施したところ、参加者の意見として下図のような結果が得られた。参加者はそれ

ぞれ自らの通学手段の現況や課題を振り返り、共有することで自分事として通学をめぐる現況を見直す

契機になったと共に実証実施に向けた機運醸成が図れたと考えられる。 

 

 

図 2-44 首里高校ワークショップであげられた意見（一部抜粋）① 

 

 

図 2-45 首里高校ワークショップであげられた意見（一部抜粋）② 
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また、ワークショップと同じく 12 月 18 日には首里高校 1 年生全生徒を対象としたアンケートの実施

および今後の進め方の協議の場として第 3 回関係者協議を実施した。 

 

 

図 2-46 首里高校でのアンケート実施概要 

 

4） 実証実施および実証後におけるコミュニケーション施策 

a. 銀行 3 行における実証実施および実証後のコミュニケーション施策 

ワークショップ、ヒアリング、アンケートと 3 種の施策を実施した後に、2 回目の関係者協議を実施し

た。この関係者協議では、これらの施策により得られた意見をもとに実証メニューを決定すると共に実証

自体の進め方に関する協議を行った。その結果、実証メニューとしては①公共交通利用による通勤、②

徒歩・自転車通勤、③時差出勤の 3 種を実施することが決定した。（③については琉球銀行のみ実施す

ることとなった） 

 

図 2-47 第 2 回関係者協議実施概要 

 

 

図 2-48 銀行 3 行における実証メニュー 
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また、実証実施に向けては、実証参加を促すためのインセンティブ設計も重要であり、第 2 回関係者

協議では各行の窓口担当者と共にインセンティブに関する議論を行った。その結果、本実証では①実証

に参加しやすい全社的な雰囲気づくりと②公共交通を利用した場合の交通費の実費を支給するなど金

銭的な支援の 2 点をインセンティブとして盛り込むことで各窓口担当者と合意した。 

 

 

図 2-49 実証実施に向けたインセンティブ設計 
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その後、再度実施したアンケートにより実証参加者は 3 行全体で 23 名と確定したことを踏まえ、2 月

上旬～中旬（各行とも 1 週間実施）にかけて各行で実証を実施した。実証の参加結果については、実証

後に参加者に対して実施した記録アンケートに取り組んだメニュー、取組日数、取組参加により参加して

良かったことや取組に関する課題等の記入してもらう形で収集した。また、アンケート結果の取りまとめ

と並行し、各行の一部の実証参加者に対してヒアリングを実施し、参加者の取組参加の感想や意見を詳

細に聞き取った。 

 

 

図 2-50 実証の実施方法（企業版） 

 

 

図 2-51 実証結果の取りまとめ方法（企業版） 
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実証後のアンケートやヒアリング結果を踏まえ、実証参加によって得られた良かったことおよび課題を

下表の通り整理した。 

 

表 2-1 実証参加によって得られた良かったこと（企業） 
良かったこと 

1 自由時間の創出 
 公共交通機関を利用することで資格勉強・読書などに取り組む時間ができた 
 時差出勤により通常より早期に終業することで渋滞に巻き込まれずに帰宅し、

通常よりゆとりのある時間を過ごせた 

2 健康増進 
 公共交通機関を利用する場合でも自宅から最寄バス停・モノレール駅まで徒

歩移動することで健康増進に繋がった 
 自宅から支店まで歩くことで日頃の運動不足解消に繋がった 

3 公共交通機関利用に
関する理解促進 

 バスの運賃設定や支払い方法について理解を深めることができた 

4 終業後の移動の自由  飲み会参加時に自家用車で通勤した場合に必要だった代行サービスを頼む必
要がなくなった 

 

表 2-2 課題及び課題への対応策（企業） 
課題 今後取り得る対応策 

1 定時出勤の必要
性による限界 

 8 時前後に到着したい状況で時間が
読めないバスの利用はリスクが大き
い 

 責任者クラスや支店の鍵を開ける担
当者などはリスクの高いバス通勤は
難しい 

 場所や時間の観点で柔軟な働き方を
行いやすい企業から取り組みを広げ
ていく 

 将来的には、窓口業務等においても対
面で実施すべき業務の業務量が減少
した際には、チームを分けて出勤時間
をずらすなどの取組を実施 

2 自宅の立地・ 
路線による制約 

 自宅からバス停や駅までが遠く、時
間がかかってしまう 

 バスの乗り継ぎが必要な場合は取り
組むハードルが高い 

 取り組める人からのスモールスタート 
 家賃補助の傾斜配分（駅や会社まで 1

本で行けるバス停周辺では補助率を
高くする） 

 定時性のある交通手段の拡充（バス
レーンの拡充など） 

3 家庭の事情 
 仕事帰りに家族のお迎えを急に頼ま

れた場合、公共交通では対応できな
い 

 学校の取組との連携 
 企業主導型保育施設の設置 

4 天候や季節の影
響 

 雨の日は渋滞がひどく、バスに乗る
リスクが大きい 

 自宅からバス停や駅が遠く、雨の日
は対策が必要 

 夏の暑い日は取り組むことが難しい 

 現段階では、取り組みやすい天候時に
実施 

 課題 No.2 が解決に近づくとともに
徐々に取組を拡大 

5 交通費支給の制
度 

 現在の制度では、自家用車通勤と公
共交通通勤を組み合わせることを想
定していない 

 公共交通通勤時は実費精算ができる
制度の導入 

 

実証参加により良かったことおよび取組に対する課題の双方を概観すると、家庭・交通事情・会社制

度等幅広い領域について意見が提起されており、実証参加者が当事者意識を持って取り組んだことが

改めて浮き彫りになる結果となった。これは準備段階から窓口担当者との綿密な協議を重ね、実証参加

者に「自分事」として捉えてもらうためのコミュニケーションプロセスが奏功したことも示しており、今後、

新たなステイクホルダーとして他企業を獲得するためにおいても今回のコミュニケーション戦略が拠り

所となると考えられる。 

 

  



 

63 

 

b. 首里高校における実証実施および実証後のコミュニケーション施策 

先述したワークショップで得られた意見やアンケート結果をもとに実証メニューを決定するべく、1月9

日に第 4 回関係者協議を実施した。協議の結果、今回の実証は 2 月 3 日～7 日で実施し、取組メ

ニューは①公共交通利用による通学（公共交通の遅延による遅刻は「遅刻」として取り扱わない）、②送

迎場所の変更、③自転車・徒歩通学、④時差通学の 4 種に決定した。公共交通利用による通学における

「遅刻緩和」はワークショップやアンケートで多くの生徒から実証実施にあたって要望があり、窓口担当

者の教員を中心に校内調整の結果、実現した。 

 

 

 

図 2-52 首里高校における第 4 回関係者協議実施概要 

 

 

図 2-53 首里高校における取組メニュー 

 

関係者協議を経て取組メニューは確定したものの、実証参加者を増加させるためには首里高校 1 年

生全員に対して実証の意義や取組内容を説明する機会を設けるべきであると判断し、1 月 23 日（木）に

キックオフイベントを開催した。本イベントでは、首里高校 1 年生のコアメンバーより取組内容に関する発

表が行われ、実証参加を 1 年生全員に対して促す機会となった。 
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図 2-54 首里高校におけるキックオフイベント実施概要① 

 

 

図 2-55 首里高校におけるキックオフイベント実施概要② 
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図 2-56 首里高校におけるキックオフイベントの様子① 

 

 

図 2-57 首里高校におけるキックオフイベントの様子② 
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また、実証期間中にも再度本実証や沖縄交通リ・デザインに関する理解促進のための Q&A イベント

を 2 月 5 日（水）に開催し、再度首里高校 1 年生全員とコミュニケーションを行う機会を設けた。 

 

 

図 2-58 首里高校における Q&A イベント実施概要 

 

 

図 2-59 首里高校における Q&A イベントの様子 
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こうした実証に関する周知活動を経て、2 月 3 日～7 日に実証を行った。実証実施は下図の通り、①

実証開始時のアンケートによる参加者確定、②実証時には各実証参加者が毎日の通学行動を記録、③

実証終了時に取組参加による良かったことや課題を記入するアンケートを実施、④アンケート結果の取

りまとめの実施という流れで実施した。また、実証終了後にはアンケート結果の取りまとめと並行し、一

部の実証参加者（熱心に取組に参加しているとアンケートから判断できる生徒）に対してヒアリングを実

施し、参加者の取組参加の感想や意見を詳細に聞き取った。 

 

 

図 2-60 実証の実施方法（学校版） 

 

 

図 2-61 実証結果の取りまとめ方法（学校版） 
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実証後のアンケートやヒアリング結果を踏まえ、実証参加によって得られた良かったことおよび課題を

下表の通り整理した。 

 

表 2-3 実証参加によって得られた良かったこと（学校） 
良かったこと 

1 自由時間の創出  通常より早く登校することで勉強時間や友人との交流の時間を確保できた 
 公共交通機関を利用することで移動時間を勉強に充てることができた 

2 快適な通学体験  通学時間を早めることでバス車内の混雑に巻き込まれずに快適に通学できた 
 徒歩通学により、リラックスしながら気持ちよく通学できた 

3 家族の負担軽減 
 送迎時間の変更によって家族が通勤しやすくなり、負担を軽減することができ

た 
 公共交通機関の利用により親に送迎してもらうことがなくなった 

4 健康増進  体を動かして学校へ通学することで自分の健康に気を遣うことができた 
 

表 2-4 課題及び課題への対応策（学校） 
課題 今後取り得る対応策 

1 体力的な負担  荷物が重く、長距離を歩くのは難し
い 

 PC 等を活用し、持ち歩くことが必要な
教材を減らす 

2 バス路線の複雑さ 

 バス停を間違えてしまった生徒が
いる 

 実証前にバス乗り場等の調べ方を案
内 

 バス停にて目的地に行けるのかを分
かるようにする（掲示/スマホ） 

3 インセンティブの 
付与 

 更なる参加の拡大のためには、よ
り強力なインセンティブが必要 

 競争やゲーム的な要素を仕組みに組
み込む（首里高校では「団ポイント」に
組み込む） 

4 自宅・学校の立地・ 
路線による制約 

 首里高校は最寄駅から 1km 程度あ
り、自宅から駅までが遠い場合は
特に時間がかかってしまう 

 取り組める人からのスモールスタート 
 他の高校では、場所の観点でモノレー

ルが利用しやすい学校から取組を広
げていく 

 早朝時間帯でのスクールバスの運行 
 定時性のある交通手段の拡充（バス

レーンの拡充など） 

5 家庭の事情  親が転勤してしまったりすると、早
朝に送迎してもらうことが難しい 

 早朝時間帯でのスクールバスの運行 

6 天候や季節の影響 

 雨の日は渋滞がひどく、バスに乗
ると遅れてしまうリスクがある 

 冬の早朝は寒く、身体に負担がか
かる 

 現段階では、取組みやすい天候時に実
施 

 課題 No.4 が解決に近づくとともに
徐々に取組を拡大 

7 交通費の負担  運賃が高いため、送迎にしてほしい
という保護者もいる 

 通学費補助の拡大 

 

実証参加により良かったことおよび取組に関する課題の双方を概観すると、取組参加によって自由時

間を確保できたほか気分転換に繋がったという前向きな意見が寄せられたほか、送迎を行っていた親

の負担が軽減するといった家族全体のライフスタイルの変容に関する意見もあげられたため、実証参加

者が当事者意識を持って取り組んだことが改めて浮き彫りになる結果となった。これは準備段階から窓

口担当者との綿密な協議を重ね、実証参加者に「自分事」として捉えてもらうための理解促進を目指し

たコミュニケーション施策が奏功したことも示しており、今後、他校で同様の取組を拡大するために、今

回のコミュニケーション戦略が拠り所となると考えられる。 
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2.2 人材育成を目的としたワークショップの開催 

2.2.1 ワークショップの狙い 

合意形成技術習得のためのワークショップを 2 月 10 日（月）に沖縄総合事務局で実施した。 

計画策定プロセスの実施経験を有する職員は年々減少しており、市民等関係者が関わって交通政策

に関する事業を行う意味等の基本的な考え方やコミュニケーション手法についての技術を習得する機

会がないことから、国土交通大学校において実施されているコミュニケーション技術研修の内容を短縮

して実施した。計画策定プロセスの理論と技術論を学ぶとともに、参加型の演習を通じて、実施を疑似

体験することを狙いとし、次の 5 つの内容について研修を行った。 

（1） 公共政策における社会的意思決定と市民の関り  

公共政策の意思決定に関する基本的考え方や、市民等ステイクホルダー（関係者）の関わり方に関す

る基本的な考え方や事例 

（2） コミュニケーションの理論と聴く技術  

コミュニケーションの基礎となる理論とともに、対話技術について、基本的テクニックや会議や集会に

おけるファシリテーションスキル 

（3） 場のデザイン  

ステイクホルダーとのコミュニケーションのための代表的な手法（参加の場や道具立て）や、その運営

上の配慮点などの設計論、及び、国内外の事例 

（4） プロセス設計 

市民等ステイクホルダーの関わりを前提とした公共事業の計画プロセスの理論、設計手法、推進体制

づくり及び事例 

（5） 協調的交渉  

実践的な交渉ゲームを通して、利害が対立するステイクホルダー間で互恵的問題解決を導くための

理論とスキル 

 

 

  



 

70 

 

2.2.2 プログラム 

前項の内容を短時間で実施するため、以下のプログラムを実施した。演習は、3 グループに分け、受

講者どうしの討議を通じて検討し、ロールプレー型で行った。 

 

9:30 0:10 ■オリエンテーション  

9:40 0:35 ■社会的意思決定と市民合意形成  

10:15 0:45 【演習 1】ポストイットノート・エクササイズ  

11:00 0:10 休憩  

11:10 0:30 ■コミュニケーション理論  

11:40 0:20 ■聴く技術  

12:00 1:00 昼食  

13:00 0:15 ■ファシリテーションと再構築  

13:15 0:20 【演習 2】再構築  

13:35 0:40 ■場のデザイン  

14:15 1:00 【演習 3】交渉ゲーム  

15:15 0:10 休憩  

15:25 1:10 ■プロセス設計  

16:35 0:25 ■ふりかえり  

17:00  ＜終了＞ 
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2.2.3 ワークショップの参加者及び実施状況 

（1） 参加者 

沖縄総合事務局及び関連部署や地方公共団体における関連部局から参加者を募集し、20名が参加

した。演習は３グループにおいて受講者間の討議を通じて行った。 

 

表 2-5 勉強会参加者の構成 
所属先 人数 
沖縄県都市計画・モノレール課 2 
沖縄県企画部交通政策課 2 
西原町総務部企画財政課 3 
南城市企画部交通政策課 3 
那覇市都市みらい部都市計画課 3 
豊見城市都市計画部都市計画課 1 
宮古島市企画政策部企画調整課 1 
沖縄都市モノレール㈱３両化等整備室 1 
沖縄総合事務局 開発建設部 建設産業･地方整備 1 
沖縄総合事務局 開発建設部 道路建設課 1 
沖縄総合事務局 開発建設部 北部国道事務所 調査課 1 
沖縄総合事務局運輸部企画室 1 
合計 20 名 

 

（2） 実施状況 

研修は沖縄総合事務局の会議室において実施した。 

 

 

 

 

図 2-62 ワークショップ実施の様子 



 

72 

 

3. 戦略に基づく PI の実施 

3.1 ニューズレターの配布 

3.1.1 ニューズレターの作成 

首里地域においてライフスタイルに向けた実証を実施していることを周知するため、図 3-1 及び図 

3-2 に示すニューズレターを作成した。内容については、表面で今回の首里高校および銀行 3 行にお

ける実証の内容を記載し、裏面で沖縄交通リ・デザインの問題意識および取組概要を紹介する内容と

なっている。 
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図 3-1 ニューズレター（表面） 
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図 3-2 ニューズレター（裏面） 
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3.1.2 ニューズレターの配布 

表 3-1 に示すとおり、ニューズレターの配布を行った。首里地域においては銀行 3 行の支店で配布

を行ったほか、首里高校 1 年生の生徒・保護者にはオンラインで資料共有を行った。 

 

 

表 3-1 ニューズレター配布の概要 
対象 配布場所 枚数 
首里地域住民  琉球銀行 首里支店 

 琉球銀行 石嶺支店 
 沖縄銀行 首里支店 
 沖縄銀行 石嶺支店 
 沖縄海邦銀行 首里支店 

各箇所 200 枚 

首里高校 1 年生 生徒・保護者  首里高校内 Teams ―（生徒数：400 名） 
その他市民  首里高校ホームページでの公開 ―（オンライン公開） 

 

 

 

図 3-3 首里高校ホームページでの掲載（青字箇所がニューズレターへのリンク） 
出所）首里高校, 学校からのお知らせ 2025 年 2 月アーカイブ, http://www.shuri-h.open.ed.jp/2025/02/, 2025 年 3 月

24 日閲覧 
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3.2 オープンハウスの実施 

3.2.1 オープンハウスパネル案の作成 

取組内容の周知に向け、オープンハウスで展示するためのパネル案（図 3-4）を作成した。掲載内容

としては、本実証の取組内容に加えて、アンケートやヒアリングで得られた意見を取組の成果として紹介

する内容となっている。 

また、実証の取組を紹介するパネルに加えて、沖縄交通リ・デザインに関する取組全体を紹介するパ

ネルも沖縄総合事務局と協議を重ねたうえで作成した。 
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図 3-4 オープンハウスパネル案 
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図 3-5 オープンハウス（沖縄総合事務局）パネル案 
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図 3-6 オープンハウス（沖縄総合事務局）パネル案 
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図 3-7 オープンハウス（沖縄総合事務局）パネル案 
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3.2.2 オープンハウスの実施 

（1） 実施概要 

オープンハウスは 2025 年 3 月 18 日（火）に開催された「第 1 回沖縄交通リ・デザイン シンポジウム」

と同日に実施され、シンポジウム会場の沖縄県立博物館・美術館内部でパネル展示を行った。 

 

（2） 実施の様子 

オープンハウスは下図の通り実施され、シンポジウム開会前および閉会後に来場者がパネル展示を見

学した。 

 

 

図 3-8 オープンハウス実施の様子① 
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図 3-9 オープンハウス実施の様子② 
 

 

図 3-10 オープンハウス実施の様子③ 
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図 3-11 オープンハウス実施の様子④ 
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4. 本業務の総括 

4.1 本業務の成果について 

本業務の成果としては、下記 3 点が挙げられる。 

 

① 沖縄交通リ・デザインの取組に向けたコミュニケーション戦略の立案（第 2 章参照） 

沖縄交通リ・デザインの実現に向けて、「アーリーアダプターと先進事例を創出し、事例の横展開や広報

展開を通じて、長期的には県民全体を巻き込みながら沖縄県全体の運動として拡大させることを目指す」

というコミュニケーション戦略を立案した。 

 

② 沖縄交通リ・デザインのコンセプトの検討深度化（第 1 章参照） 

マーケットデザインチーム会議及び県民運動推進会議での議論、沖縄交通リ・デザイン官民共同宣言、

コミュニケーション戦略の検討を通じて、沖縄交通リ・デザインにおいて、行政主導ではなく、住民自らが

沖縄のありたい姿を構想し、その実現に向けてライフスタイルの転換と効率的な移動環境の整備に取り組

み続けることの重要性が再確認された。そのため、①で立案したコミュニケーション戦略の中核をなす PI

やオープンハウス・ニューズレター等のコミュニケーションでは、参加者の住民から沖縄のありたい姿、そ

してそのために必要なアクションサービス、施策を丁寧に引き出すことが重要である。なお、今年度の沖縄

振興局事業の実証において実施した PI においてもこうした観点を盛り込むことで、通勤・通学における実

施可能なメニューの策定に繋がるなどの成果が得られた。 

 

③ 今年度におけるコミュニケーションの実施（第 2 章・第 3 章参照） 

①で立案したコミュニケーション戦略および②で深度化したコンセプトにもとづき、今年度は沖縄振興局

事業における短期的な取組として、小規模のエリア（首里地区）でＰＩおよびニューズレターを用いながら簡

易的な実証を実施したほか、シンポジウム開催時にオープンハウスを実施し、シンポジウムの開会前および

閉会後に来場者がパネル展示を見学した。 

4.2 次年度以降の展開について 

立案したコミュニケーション戦略で示した通り、今年度の取組は沖縄交通リ・デザインの端緒となる試行的な

取組であり、本取組を本格化するためには来年度以降の取組が重要となる。来年度以降の展開として重要な

取組として考えられるのは下記の 3 点である。 

 

① 沖縄交通リ・デザインが目指す姿・目標の設定 

今年度の成果を踏まえ、沖縄交通リ・デザインの目指す姿を定量的な観点も盛り込む形で設定すること

が重要になる。また、目標設定にあたっては、交通は、教育、医療、ビジネス、観光等の様々な社会的活動

を支えるものであるという認識のもと、雇用、教育、健康・医療・介護・福祉、産業、住まい、自然環境、主観

的な幸福感等、「生活の質」や満足感の向上という観点から、多分野にまたがる包括的なものとすることが

重要であり、その上で、交通・移動により、いかにそれらの質を高めることができるかというアプローチで進
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めることが望ましい。 

 

② 目指す姿を住民や地域主導で設定するための戦略立案 

上記の通り、住民や地域主体の目標設定に向けた戦略の立案が必要であり、今年度に立案した中長期

的なコミュニケーション戦略をより具体化させることが求められる。また、具体化させた戦略にもとづき、複

数のエリアで目標設定に向けた PI やオープンハウス等を実施し、住民を巻き込んだ機運醸成を図ること

が必要である。その上で望まれる方向性について自治体や交通事業者と共有し、具体の施策実行まで結

びつけていくことが必要である。 

 

③ 行動変容を促す仕組みやインセンティブの設計 

沖縄交通リ・デザインの取組を拡大するためには、企業や学校における自助努力での取組を支援する仕

組みの構築が必要である。例えば、企業においては、本業務で実施したコミュニケーションを通じ、個人の

意思よりも企業の方針が通勤行動に大きく影響しうることが明らかになっている。また通学においても、継

続的な公共交通の利用を促進するためには、家計の負担を軽減する制度設計が必要である。通勤手当等、

自動車を使用するよりも金銭的に負担が軽減される制度運用がなされれば、自動車以外の移動手段で通

勤可能な従業員は行動変容を促すことが可能になる。 

住民対話を通じ、ニーズを反映した形での利便増進につながる公共交通の再編および交通行動を変容

させる施策の両立が、ライフスタイルの転換につながっていくと考えられる。 
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